
内（金） 111   

内閣府所管（金融庁） 一般 会計 （内閣第１係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

（新規増員）
計57人

予算定員
（組織）金融庁 1,552 57 △15 42 1,594 アジア諸国における金融インフラ整備に係る体制行（一） 5級 12ヶ月 1人

整備 行（一） 3級 12ヶ月 1人
納付徴収事務の確実かつ迅速な運営に必要な 行（一） 3級 9ヶ月 1人
体制の整備
情報セキュリティ対策の強化に係る体制整備 行（一） 6級 12ヶ月 1人

（項）金融庁共通費 1,552 57 △15 42 1,594 市場取引の高度化への対応に係る体制整備 検事職 5号 12ヶ月 1人
店頭デリバティブ市場に関する制度の企画・立案行（一） 5級 9ヶ月 1人
に係る体制整備（時限：平成28年度末まで）
IFRS任意適用会社の増加等に向けた体制整備 行（一） 6級 12ヶ月 1人

定員令1条 1,547 57 △15 42 1,589 オンオフ（検査・監督）一体的なモニタリング、リ 行（一） 6級 12ヶ月 1人
スク管理に関する検査体制の強化 行（一） 5級 12ヶ月 1人

行（一） 3級 12ヶ月 1人
オンオフ（検査・監督）一体的なモニタリング、リ 行（一） 6級 9ヶ月 1人

大臣等特別職 5 5 スク管理に関する検査体制の強化（時限：平成 行（一） 5級 9ヶ月 1人
28年度末まで） 行（一） 3級 9ヶ月 1人
保険会社に対する検査に係る体制整備 行（一） 3級 9ヶ月 1人
国際検査体制の体制整備 行（一） 5級 9ヶ月 1人
金融サービスのクロスボーダー化に伴う監督体 行（一） 5級 12ヶ月 1人

計 1,552 57 △15 42 1,594 制の整備 行（一） ４級 12ヶ月 1人
金融サービスのクロスボーダー化に伴う監督体 行（一） 3級 12ヶ月 1人
制の整備（時限：平成28年度末まで）
大規模な保険乗合代理店の監督に係る体制整 行（一） 5級 9ヶ月 1人
備 行（一） 3級 9ヶ月 1人
第二種金融商品取引業者に対する監督強化に 行（一） 5級 9ヶ月 1人
係る体制整備 行（一） ４級 9ヶ月 1人

行（一） ２級 9ヶ月 1人
第二種金融商品取引業者に対する監督強化に 行（一） 3級 9ヶ月 1人
係る体制整備（時限：平成28年度末まで） 行（一） １級 9ヶ月 1人
AIJ事案等を踏まえた情報分析及び法令改正へ 行（一） 5級 9ヶ月 1人
の対応に係る市場分析審査体制の整備 行（一） 3級 9ヶ月 1人
AIJ事案等を踏まえた情報分析及び法令改正へ 行（一） 5級 9ヶ月 1人
の対応に係る市場分析審査体制の整備（時限： 行（一） 3級 9ヶ月 2人
平成28年度末まで）
金融商品取引業者に係る情報収集・分析体制 行（一） 6級 12ヶ月 1人
の強化及び検査体制の強化 行（一） 5級 12ヶ月 1人

行（一） 3級 12ヶ月 1人
行（一） 6級 9ヶ月 2人
行（一） 5級 9ヶ月 4人
行（一） 3級 9ヶ月 4人

課徴金調査対象の拡大への対応等に係る取引 行（一） 5級 9ヶ月 2人
調査体制の整備（時限：平成28年度末まで） 行（一） 3級 9ヶ月 3人
クロスボーダー取引を利用した相場操縦事案等 行（一） 6級 12ヶ月 1人
に対する取引調査体制の整備
ディスクロージャー違反に対する海外との連携 行（一） 6級 9ヶ月 2人
による開示検査の強化
刑事罰の対象拡大に係る犯則調査体制の整備 行（一） 5級 9ヶ月 2人
（時限：平成28年度末まで） 行（一） 3級 9ヶ月 2人
監査法人検査に関する情報の収集・分析体制 行（一） 6級 9ヶ月 1人
の整備 行（一） 3級 9ヶ月 1人

（見直しの解除）
平成23年度査定事項（課長補佐・係長（取引所 行（一） 5級 １２ヶ月 1人
企画第2担当）［平成25年度末見直し］）の見直 行（一） 3級 １２ヶ月 1人
しの解除
平成23年度査定事項（課長補佐（公認会計士 行（一） 5級 １２ヶ月 1人
企画第2担当）［平成25年度末見直し］）の見直
しの解除

（削減）
計△15人
定員合理化に基づく減 12ヶ月 △15人

区　　　　　分
平成25年
度末定員

26年度要求人員増△減

平成26年
度末定員

月数
主計

司法修習 会計間振替減員 独法移行減 各省間振替
行管新規増員

削減 振替
差引増減
B～J合理化

計画人員

積算内訳
アタッシェ 職種 級
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内閣府所管（金融庁） 一般 会計 （内閣第１係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

区　　　　　分
平成25年
度末定員

26年度要求人員増△減

平成26年
度末定員

月数
主計

司法修習 会計間振替減員 独法移行減 各省間振替
行管新規増員

削減 振替
差引増減
B～J合理化

計画人員

積算内訳
アタッシェ 職種 級

再任用短時間勤務職員 （新規増員）
なし

（組織）金融庁 22 22

（項）金融庁共通費 22 22

計 22 22


